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地域脱炭素移行・再エネ推進事業計画（重点対策加速化事業） 
 
（基本情報） 

地方公共団体名 山梨県 

事業計画名 2050年山梨県カーボンニュートラル実現加速化事業～やまなし発GX推進計画～ 

事業計画の期間 令和５年度～令和９年度 

 
 

１． 2030年までに目指す地域脱炭素の姿 

（１）目指す地域脱炭素の姿 
【温室効果ガス排出量の排出状況】 
 山梨県における2019年度の温室効果ガス総排出量は、646.5万t-CO2であり、2013年度の総排出
量と比べて16.2%の減少となっている。 
また、温室効果ガス総排出量のうち、９割以上をCO2が占め、部門別では、運輸部門が38.7％、

次いで産業部門が20.7％となっている。 
一方、事業者としての山梨県の温室効果ガス排出量（2021年度）は、2013年度比で18%の減少に

留まっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜山梨県の温室効果ガス排出量の推移＞ 
 

項目 
2013年度 2021年度 

（基準年度） （実績） 削減率 

温室効果ガス 

（t-CO2） 
49,468 40,797 -18% 

＜山梨県庁の温室効果ガス排出量の状況＞ 
 
【地域の課題・特性】 
山梨県は、かつて全国一の水晶の産地であったことによって磨かれた水晶研磨技術を生かした通

信用・光学用の高機能単結晶製造技術やシリコンウェハーの研磨技術などを利用した機械電子機器
関連産業が盛んである。機械電子機器関連産業は、エネルギー消費に占める電力の割合が高い傾向
にあることから、山梨県の産業構造は、再生可能エネルギーの導入による温室効果ガス削減効果が
高いという特徴がある。 
また、全国有数の日照時間の長さや豊富な水など山梨県の地理的特性を生かして再生可能エネル

ギーの余剰電力からPEM型水電解装置でCO2を一切排出しないグリーン水素を製造し、化石燃料の 
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利用を水素エネルギーに転換する「P2Gシステムやまなしモデル」の実証研究に世界に先駆けて取
り組んでいる。 
運輸部門については、山梨県の１世帯当たりの自動車保有台数は、全国の1.47倍となっており、

運輸手段の多くを自動車に頼っている現状から、自動車からのCO2排出量が大半を占めているが、
他の部門と比較して、排出量の減少が緩やかな傾向にある（2019年度で2013年度比2.1%）。 
 
【これまでの取組】 
 山梨県では、2009年３月に「山梨県地球温暖化対策実行計画」を策定し、全国に先駆けて、「2050
年CO2ゼロやまなしの実現」を目指すことを宣言した。 
 また、FIT制度の導入後、業務用を中心とした太陽光発電の急増したことで、景観、環境等への影
響などの様々な課題が顕在化したことから、2016年３月「山梨エネルギービジョン」を策定し、多
様なクリーンエネルギー等をバランスよく取り入れ、安定した系統からの電力供給のもと、エネル
ギー供給力の充実や省エネルギー対策の一層の推進、環境に優しく災害に強い自立・分散型エネル
ギーシステムの導入促進等により、県内経済の活性化と安全・安心な県民生活につながるエネルギ
ー施策を進めていくこととした。 
 2021年には、全国で初めて県内すべての市町村が共同で「ゼロカーボンシティ宣言」を表明する
とともに、自治体、団体、民間企業などがパートナーシップを構築しながら、2050年までに県内の
温室効果ガス排出量実質ゼロの達成に向けて取組を推進することとした。 
 
【2030年までに目指す地域脱炭素の姿】 
 全国有数の日照時間、豊かな森林資源や水資源といった再生可能エネルギー資源が豊富で、か
つ、エネルギー消費に占める電力の割合が高い産業構造であることなどから、再生可能エネルギー
の導入による温室効果ガス削減効果が高いこと、県土の約78%を森林が占めCO2吸収ポテンシャルが
高いという山梨県の特徴を活かし、2030年度における温室効果ガス排出量を2013年度比で50%削減
することを目標とする。 
 また、地球温暖化対策を積極的に行うことで、産業構造や経済社会の変革をもたらし大きな成長
につながる機会と捉え、あらゆる分野で脱炭素を軸に施策を推進するとともに、先進的な施策にも
取り組むことにより、脱炭素を通じて、山梨県の成長力や価値を高め、本件発展につなげていくこ
ととし、次の３つを基本方針とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）改正温対法に基づく地方公共団体実行計画の策定又は改定 
 山梨県地球温暖化対策実行計画については、2023年３月の改定を予定している。 
 改正後の実行計画は、現下の社会情勢の変化等を踏まえ、従来の計画の見直しに加えて、「やまな
しエネルギービジョン」を一体化し、「温暖化対策」と「エネルギー政策」を一体的かつ効率的に進
めることにより、産業革命以来の化石燃料中心の経済・社会、産業構造をクリーンエネルギー中心
に転換させるとともに、大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会活動や生活様式を環境負荷の低い
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循環型社会に移行させ、経済社会システム全体の変革、すなわち、GX（グリーントランスフォーメ
ーション）を推進していくものである。 
【計画名称（区域施策編・事務事業編）】 
 山梨県地球温暖化対策実行計画～やまなし発GXの推進～（2023年3月改定予定） 
【計画期間（区域施策編・事務事業編）】 
 2023年度から2030年度 
 
【目標（区域施策編）】 
 ①温室効果ガス排出量削減目標（2013年度（基準年度）：6,744千t-CO2） 
  2030年度に2013年度比で50%削減（3,363千t-CO2） 
 ②再生可能エネルギー導入目標（2019年度（基準年度）：1,140MW） 
  2030年度に2019年度比で54%増加（1,756MW） 
 ③最終エネルギー消費量（2013年度（基準年度）：79,076TJ） 
  2030年度に2013年度比で30%削減（55,139TJ） 
【取組の概要（区域施策編）】 
 以下の施策の方向性のもと、あらゆる施策を総動員し、脱炭素化を推進する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【目標（事務事業編）】 
 ①温室効果ガス排出量に関する目標（2013年度（基準年度）：49,468t-CO2） 
  2030年度に2013年度比で58%削減（20,776t-CO2） 
  ②エネルギー使用量に関する目標（2013年度（基準年度）：22,566kL） 
  2030年度に2013年度比で29%削減（16,079kL） 
【取組の概要（事務事業編） 
 以下のとおり、再生可能エネルギーや省エネルギー設備の導入等を図ることにより、目標の実現
に向けて、取組を推進する。 
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２． 重点対策加速化事業の取組 

（１）本計画の目標 
 
（地方公共団体実行計画に掲げる目標達成に向けた重点対策加速化事業の位置付けや活用方策等） 
 山梨県地球温暖化対策実行計画（2023年３月改定予定）における2030年度温室効果ガス排出量削
減目標50％削減のうち、本交付金による設備導入等の効果として、2.1%の温室効果ガス排出量削減
に寄与する。 
また、2030年度の再生可能エネルギー導入目標1,756MWのうち、本交付金による設備導入等によ

って20MWを導入する。 
あわせて、実行計画掲げる温室効果ガス排出量削減目標を達成するため、一般財源を用いて企

業・家庭向けの研修会、イベント、ワークショップ等を通じた脱炭素に関する普及啓発、企業向け
省エネ診断などに取り組む。 
再生可能エネルギー導入目標達成に向けては、太陽光発電設備等の共同購入事業（非予算事業）

を行う。 
また、事務事業編に掲げる目標達成のため、脱炭素化推進事業債を起債し、県有施設のＬＥＤ化

を進める。 
 

（本計画の目標等）  

① 温室効果ガス排出量の削減目標 9,865トン-CO2削減／年 

② 再生可能エネルギー導入目標 13,818kW（全て太陽光発電設備） 

③ その他地域課題の解決等の目標  産業部門及び県有施設の自家消費率向上  
・蓄電池の導入    551kWh 

 運輸部門のCO2削減 
・車載型蓄電池の導入 25台 
・充放電設備の導入  27基 
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 水素利用による県有施設の省エネ 
  ・水素利用設備の導入  1か所 

④ 総事業費  1,921,845千円 
（うち交付対象事業費 1,881,882千円） 

⑤交付限度額 1,210,078千円 

⑥交付金の費用効率性 8千円／トン-CO2 

 
（２）申請事業 
 
 ①屋根置きなど自家消費型の太陽光発電 

令和５年度 太陽光発電設備の民間向け間接補助事業 
蓄電池の民間向け間接補助事業 
県有施設への太陽光発電設備の導入 

(25件、 1,250kW) 
( 1件、    50kWh) 
( 5件、  390kW) 

令和６年度 太陽光発電設備の民間向け間接補助事業 
蓄電池の民間向け間接補助事業 
太陽光発電設備の個人向け間接補助事業 
蓄電池の個人向け間接補助事業 
県有施設への太陽光発電設備の導入 
県有施設への蓄電池の導入 

(40件、 2,000kW) 
( 2件、   67kWh) 
( 6件、   34kW) 
( 4件、   20kWh) 
( 7件、   979kW) 
( 3件、    27kWh) 

令和７年度 太陽光発電設備の民間向け間接補助事業 
蓄電池の民間向け間接補助事業 
太陽光発電設備の個人向け間接補助事業 
蓄電池の個人向け間接補助事業 
県有施設への太陽光発電設備の導入 
県有施設への蓄電池の導入 

(40件、 2,000kW) 
( 2件、    67kWh) 
( 6件、   34kW) 
( 4件、   20kWh) 
(12件、   911kW) 
( 6件、    40kWh) 

令和８年度 太陽光発電設備の民間向け間接補助事業 
蓄電池の民間向け間接補助事業 
太陽光発電設備の個人向け間接補助事業 
蓄電池の個人向け間接補助事業 
県有施設への太陽光発電設備の導入 
県有施設への蓄電池の導入 

(43件、 2,167kW) 
( 2件、   100kWh) 
( 6件、   34kW) 
( 4件、   20kWh) 
( 9件、   813kW) 
( 3件、    20kWh) 

令和９年度 太陽光発電設備の民間向け間接補助事業 
蓄電池の民間向け間接補助事業 
太陽光発電設備の個人向け間接補助事業 
蓄電池の個人向け間接補助事業 
県有施設への太陽光発電設備の導入 

( 47件、 2,359kW) 
(  2件、   100kWh) 
(  6件、   34kW) 
(  4件、   20kWh) 
(  9件、   813kW) 

合計 太陽光発電設備の民間向け間接補助事業 
蓄電池の民間向け間接補助事業 
太陽光発電設備の個人向け間接補助事業 
蓄電池の個人向け間接補助事業 
県有施設への太陽光発電設備の導入 
県有施設への蓄電池の導入 

(195件、 9,776kW) 
(  9件、  384kWh) 
( 24件、 136kW) 
( 16件、  80kWH) 
( 42件、 3,906kW) 
( 12件、   87kWh) 

⑤ 業務ビル等における徹底した省エネと改修時のZEB化誘導 

令和７年度 県有施設への水素利活用設備の導入 ( 1件、設計) 

令和９年度 県有施設への水素利活用設備の導入 ( 1件、50kW、工事) 

合計 県有施設への水素利活用設備の導入 ( 1件) 

⑥ ゼロカーボン・ドライブ 

令和５年度 車載型蓄電池等及び充放電設備の個人向け間接補助事業 
経路充電・目的地充放電設備の民間向け間接補助事業 

( 25台) 
(  2基) 

合計 車載型蓄電池等及び充放電設備の個人向け間接補助事業 
経路充電・目的地充放電設備の民間向け間接補助事業 

( 25台) 
(  2基) 
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（３）事業実施における創意工夫 
 脱炭素に向け、山梨県の地域特性や具体的なニーズを踏まえた具体的なニーズを踏まえた事業モデ

ルを検討するため、企業の実務者、関係団体、市町村及び山梨県を構成員とする「やまなし脱炭素

事業モデル検討会」を設置（2021年９月）。同検討会に初期投資ゼロモデルワーキング部会を置

き、電気・ガス事業者を交えて、PPA等の初期投資モデルの検討及び推進を実施。 

 EVバス、EVタクシーを導入した交通事業者と災害時におけるEVバス等による電力供給等に関する

協定を締結。自動車販売事業者とも同様の協定を締結。また、県公用車のFCVを県内法人・団体等

へ貸出を行い、FCVを含む水素の普及啓発を実施。 

 
（４）事業実施による波及効果 
 PPA等の初期投資ゼロモデルによる県有施設への太陽光発電設備等の導入により、PPA等のモデルの周

知を図るとともに、本交付金を活用した民間・個人向けの補助制度（PPA等による導入補助等）の創設に

より、太陽光発電設備等の導入促進を図る。 

 太陽光発電設備等に加え、EV・PHV等の導入補助制度の創設による自家消費率向上とレジリエンス強化

を通じて、山梨県地球温暖化対策実行計画で掲げるGXの推進を図る。 

 また、県有施設への水素利活用設備の導入は、民間における水素利活用のモデルとなることが期待され

る。 

 
（５）推進体制 
 ①地方公共団体内部での推進体制 
 山梨県内部については、「山梨県地球温暖化対策推進本部」（以下「本部」という。）を設置（2021
年11月）し、山梨県における地球温暖化対策に係る施策及び県庁の事業者としての取組を全庁一丸
となって総合的かつ計画的に推進している。 
 本部は、本部会議及び調整会議をもって構成し、本部については、知事を本部長、副本部長を環
境・エネルギー部長（地球温暖化対策を所管）、各部局長を本部員とし、地球温暖化対策に係る基本
的かつ総合的な施策を推進するとともに、施策の総合調整を行う。 
 また、推進会議については、環境・エネルギー部次長を座長、各部局次長を構成員とし、本部会
議から指示された事項の調査・検討、地球温暖化対策に係る施策・事業の調整を行うこととしてい
る。 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②地方公共団体外部との連携体制 
 民間・個人への太陽光発電設備等の導入事業は、「やまなし脱炭素事業モデル検討会」（２．（３）再

掲）などを活用しつつ、PPA等の初期投資ゼロモデルを提供する事業者等と連携しながら、事業を実
施していく。 
 また、経済団体、消費者団体、食品流通団体、労働団体、農林業団体、運輸団体、産業廃棄物団
体その他の団体、民間企業、県及び市町村の参画により、2021年２月に設立した「ストップ温暖化
やまなし会議」を通じて、各事業に関する周知等を実施していく。 
 なお、県有施設の太陽光発電設備等は、PPA等の初期投資ゼロモデルにより導入を進めることを予
定している。 
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３． その他 

（１）財政力指数 
 
 令和３年度 山梨県財政力指数  0.38432 
 
（２）地域特例 
 
 なし 
 

 


